
平成２９年１月以降の番号単価の算定について 

 

 
一般社団法人電気通信事業者協会（総務大臣指定 基礎的電気通信支援役務機関）では、

電気通信事業法第１０９条第１項及び第１１０条第２項に基づく所要の手続きを行うため、

平成２８年９月１６日開催の支援業務諮問委員会の答申を受け、平成２９年１月以降適用

される番号単価について、以下のとおり算定しました。 

 

 

○番号単価 

 

１電話番号当り ２円／月 （ＮＴＴ東日本・西日本の合算番号単価） 
（内訳） 

ＮＴＴ東日本に係る番号単価 ： １電話番号当り 1.16506734 円／月 

ＮＴＴ西日本に係る番号単価 ： １電話番号当り 0.83493266 円／月 

 

この番号単価により、電気通信事業法第１０９条第１項及び第１１０条第２項の規定に

よりユニバーサルサービス制度に係る交付金、負担金の額を算定し、交付、徴収の所要の

手続きを行うものであります。 

 

○ 算定方法 

 

基礎的電気通信役務の提供に係る交付金及び負担金算定等規則（以下「算定規則」とい

う。）第２７条に基づき定められている総務省告示（平成１８年総務省告示第４２９号）に

より、以下のとおり算定しております。 

 
・合 算 番 号 単 価  ＝ （ＮＴＴ東日本・西日本の補てん対象額の合計額 

＋支援機関の支援業務に係る費用の額 

－予測前年度過不足額） 

÷予測算定対象電気通信番号の総数の合計 

 

＝ （６,９２７，４５６，４７３円 

＋７２，８３８，７３１円 

－１２９，２８８，９３０円） 

÷２,９０８，０６１，３５１番号 

≒ ２．３６２７４４６０７円 

⇒ ２円（整数未満四捨五入） 

 

 

・ＮＴＴ東日本に係る番号単価 ＝ 合算番号単価 × 
ＮＴＴ東日本の補てん対象額 

ＮＴＴ東日本・西日本の補てん対象額の合計額 

 

＝ ２円 × 
４,０３５，４７６，６４８円 

６,９２７，４５６，４７３円 

≒１．１６５０６７３４円（小数点以下８位未満四捨五入） 



 

・ＮＴＴ西日本に係る番号単価  ＝ 合算番号単価 × 
ＮＴＴ西日本の補てん対象額 

ＮＴＴ東日本・西日本の補てん対象額の合計額 

 

＝ ２円 × 
２，８９１，９７９，８２５円 

６,９２７，４５６，４７３円 

≒ ０．８３４９３２６６円（小数点以下８位未満四捨五入） 

 

＊ ＮＴＴ東日本とＮＴＴ西日本の番号単価 

番号単価については、ＮＴＴ東日本に係る番号単価が１．１６５０６７３４円、Ｎ

ＴＴ西日本に係る番号単価が０．８３４９３２６６円と算出され、その合計額が２円

となっています。これは、算定規則で交付金及び負担金の額は、適格電気通信事業者

ごとに算定することとなっている（第５条及び第２７条）ため、番号単価についても

適格電気通信事業者ごとに異なります。 

支援機関である一般社団法人電気通信事業者協会では、これらの関係規定に基づき、

各接続電気通信事業者等から徴収する毎月の負担金の額を算定するにあたっては、適

格電気通信事業者（ＮＴＴ東日本・西日本）ごとに異なる番号単価を用いて計算する

ことになります。 

 

 

○ 番号単価算定の基礎となっている金額及び番号数についての説明 

 

１ ＮＴＴ東日本・西日本の補てん対象額 

 

（１）ユニバーサルサービス（基礎的電気通信役務）の範囲は、電気通信事業法施行規

則第１４条で規定されていますが、補てんの対象となるユニバーサルサービスの

具体的な範囲は、次のとおりです。 

①加入電話 

①－１ 加入者回線の維持等に係る基本料部分 

①―２ 加入電話に係る１１０番、１１８番、１１９番の緊急通報 

②第一種公衆電話（市街地ではおおむね５００ｍ四方に１台、それ以外の地域で

はおおむね１ｋｍ四方に１台を基準として、社会生活上の安全等のためにＮＴ

Ｔ東日本・西日本に設置が義務付けられている公衆電話）から利用可能な 

②－１ 市内通信 

②－２ 離島特例通信 

②－３ １１０番、１１８番、１１９番の緊急通報 

 

（２）ユニバーサルサービスは、「国民生活に不可欠であるため、あまねく日本全国の

提供が確保されるべきもの」と電気通信事業法第７条で定められ、ＮＴＴ東日

本・西日本がユニバーサルサービス提供事業者である適格電気通信事業者として

指定を受けています。 

 

（３）番号単価算定の基礎となっているＮＴＴ東日本・西日本の補てん対象額とは、こ

の①及び②のサービス提供に係る経費のうち、以下の額を対象とします。 

 

 



●加入電話 

①－１の加入者回線（基本料）にかかる補てん対象額は、べンチマーク方式

により、全国の高コスト上位４.９％の回線について、全国平均コスト＋２

σの水準を上回る費用を対象としており、①－２の緊急通報は、当該地域の

警察・消防等の指令センタまでの繋ぎ込み回線の費用を対象としています。 

 

●第一種公衆電話 

上記②－１ ～ ②－３ の補てん対象額は全国の第一種公衆電話に係る費用

と収入の差額を対象としています 

 

以上により、加入電話及び第一種公衆電話に係る赤字額の合計約８１６億円のうち

の補てん対象額の合計は、約６９億円（正確には６,９２７,４５６，４７３円）とな

っております。 

詳細は別添資料を参照ください。 

 

２ 支援機関の支援業務に係る費用の額 

 

一般社団法人電気通信事業者協会の支援業務に係る費用の額は平成２８年度予算額

（平成２８年３月３１日総務大臣認可）７，９５３万円のうち前期繰越金６６９万円

を差し引いた７，２８４万円（正確には７２，８３８，７３１円）を計上しておりま

す。 

平成２８年度予算については、別紙の平成２８年度予算書を、また前期繰越金につ

いては、別紙の平成２７年度収支決算書を参照ください。 

 

３ 予測算定対象電気通信番号の総数 

 

①負担金の納付事業者は 

・電気通信事業法施行令第２条に規定する電気通信役務の売上高が１０億円を超

える電気通信事業者であって 

・総務大臣から指定を受けた電気通信番号（算定規則別表１１に掲げる電気通信

番号に限る。）を最終利用者に付与している電気通信事業者 

となっております。 

 

②従って予測算定対象電気通信番号の総数は、 

・上記①の条件を満たす電気通信事業者の平成２９年１月から１２月までの間の

予測算定対象電気通信番号の総数の合計です。 

 

以 上 

 
 

http://www.tca.or.jp/universalservice/number/pdf/160916santei.pdf
http://www.tca.or.jp/universalservice/outline/pdf/yosan_h28.pdf
http://www.tca.or.jp/universalservice/outline/pdf/kessan_27.pdf

